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─────────────────────────────────────────────────── 

平成27年 第３回 ９月（定例）中 間 市 議 会 会 議 録（第３日） 

                           平成27年９月25日（金曜日） 

─────────────────────────────────────────────────── 

議事日程（第３号） 

                       平成27年９月25日 午前10時00分開議 

 日程第 １ 発言取消しの件 

 日程第 ２ 認定第１号 平成２６年度中間市一般会計歳入歳出決算認定について 

 日程第 ３ 認定第２号 平成２６年度中間市特別会計国民健康保険事業歳入歳出決

算認定について 

 日程第 ４ 認定第３号 平成２６年度中間市住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第 ５ 認定第４号 平成２６年度中間市地域下水道事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第 ６ 認定第５号 平成２６年度中間市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第 ７ 認定第６号 平成２６年度中間市公共用地先行取得特別会計歳入歳出決

算認定について 

 日程第 ８ 認定第７号 平成２６年度中間市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 日程第 ９ 認定第８号 平成２６年度中間市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第１０ 認定第９号 平成２６年度中間市水道事業会計利益の処分及び決算認定

について 

 日程第１１ 認定第１０号 平成２６年度中間市病院事業会計決算認定について 

（日程第２～日程第１１ 委員長報告・質疑・討論・採決） 

 日程第１２ 第３２号議案 平成２７年度中間市一般会計補正予算（第２号） 

 日程第１３ 第３３号議案 平成２７年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第

１号） 

 日程第１４ 第３４号議案 平成２７年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 日程第１５ 第３５号議案 平成２７年度中間市水道事業会計補正予算（第１号） 

（日程第１２～日程第１５ 委員長報告・質疑・討論・採決） 

 日程第１６ 第３６号議案 中間市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 日程第１７ 第３７号議案 中間市一般職職員の再任用に関する条例及び中間市議会の
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議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

の一部を改正する条例 

 日程第１８ 第３８号議案 中間市手数料条例の一部を改正する条例 

 日程第１９ 第３９号議案 中間市消防団条例の一部を改正する条例 

（日程第１６～日程第１９ 委員長報告・質疑・討論・採決） 

 日程第２０ 意 見 書 案 地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書 

       第 １ １ 号  

（日程第２０ 提案理由説明・質疑・討論・採決） 

 日程第２１ 意 見 書 案 マイナンバー（共通番号）制度の中止を求める意見書 

       第 １ ２ 号 

（日程第２１ 提案理由説明・質疑・討論・採決） 

 日程第２２ 意 見 書 案 後期高齢者医療保険料の軽減特例措置に関する意見書 

       第 １ ３ 号 

（日程第２２ 提案理由説明・質疑・討論・採決） 

 日程第２３ 意 見 書 案 川内原発の再稼働に反対し、停止を求める意見書 

       第 １ ４ 号 

（日程第２３ 提案理由説明・質疑・討論・採決） 

 日程第２４ 会議録署名議員の指名 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

────────────────────────────── 

出席議員（18名） 

 １番 堀田 英雄君       ２番 植本 種實君 

 ３番 田口 善大君       ４番 小林 信一君 

 ５番 宮下  寛君       ６番 青木 孝子君 

 ７番 田口 澄雄君       ８番 掛田るみ子君 

 ９番 草場 満彦君      １０番 中尾 淳子君 

１１番 山本 慎悟君      １２番 佐々木晴一君 

１３番 安田 明美君      １４番 中野 勝寛君 

１５番 原田 隆博君      １６番 下川 俊秀君 

１７番 井上 太一君      １９番 米満 一彦君 

────────────────────────────── 

欠席議員（なし） 

────────────────────────────── 
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欠  員（１名） 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

市長 ……………… 松下 俊男君   副市長 …………… 行徳 幸弘君 

教育長 …………… 増田 俊明君   総合政策部長 …… 藤崎 幹彦君 

市民部長 ………… 高橋  洋君   保健福祉部長 …… 白橋  宏君 

建設産業部長 …… 後藤 哲治君   教育部長 ………… 濱田 孝弘君 

環境上下水道部長 ………………………………………………… 久野 裕彦君 

市立病院事務長 … 芳野 文昭君   消防長 …………… 三船 時彦君 

総務課長 ………… 園田  孝君   財政課長 ………… 田代 謙介君 

安全安心まちづくり課長 ………………………………………… 村上 智裕君 

企画政策課長 …… 蔵元 洋一君                    

世界遺産推進室長 ………………………………………………… 安永日出男君 

市民課長 ………… 山口 光章君                    

人権男女共同参画課長 …………………………………………… 蛙田 由美君 

健康増進課長 …… 岩河内弘子君   介護保険課長 …… 小南 敏夫君 

上水道課長 ……… 井上  一君   下水道課長 ……… 岩切 伸一君 

市立病院課長 …… 末廣 勝彦君   消防総務課長 …… 加川  徹君 

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

事務局長 西村 拓生君       書  記 船元 幸徳君 

書  記 熊谷 浩二君       書  記 池田  恭君 

────────────────────────────── 
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午前９時57分開議 

○議長（堀田 英雄君）  

 おはようございます。 

 ただいまの出席議員は、１８名で定足数に達しておりますので、これより会議を開きま

す。 

 本日の議事日程は、お手元に配付しておりますので、ご了承をお願いいたします。 

 なお、本日の議案等の朗読は省略したいと思いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．発言取消しの件

○議長（堀田 英雄君）  

 これより、日程第１、発言取消しの件を議題といたします。 

 佐々木晴一君から、９月３日の本会議における発言について一部不適切な部分がありま

したので、会議規則第６２条の規定により、これを取り消したい旨の申し出がありました。 

 お諮りいたします。これを許可することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、佐々木晴一君から発言取り消しの申し出を許可するこ

とに決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第 ２．認定第 １号

日程第 ３．認定第 ２号

日程第 ４．認定第 ３号

日程第 ５．認定第 ４号

日程第 ６．認定第 ５号

日程第 ７．認定第 ６号

日程第 ８．認定第 ７号

日程第 ９．認定第 ８号

日程第１０．認定第 ９号

日程第１１．認定第１０号

○議長（堀田 英雄君）  

 これより、日程第２、認定第１号から、日程第１１、認定第１０号までの平成２６年度

各会計決算認定１０件を一括して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。まず、下川

俊秀総合政策委員長。 

○総合政策委員長（下川 俊秀君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております認定第１号のうち総合政策委員会
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に付託されました所管部分及び認定第６号について審査を行いましたので、その概要と結

果をご報告申し上げます。 

 初めに、認定第１号平成２６年度中間市一般会計歳入歳出決算認定について申し上げま

す。 

 まず、歳入歳出差引額は６億５６０万円の黒字決算となっております。 

 また、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支についても、４億

４,０１０万円の黒字、単年度収支においては３億６,７２０万円の赤字となっております。 

 歳入の主なものといたしましては、地方交付税の収入済額は５５億１,７８０万円で、

前年度と比較して３,４１０万円、率にして０.６％の減額となっております。 

 地方交付税を補完している臨時財政対策債の借入額は６億７,０７０万円で、前年度と

比較して２,２７０万円、率にして３.３％の減額となっております。 

 市債につきましては、土地開発公社の解散に伴う第三セクター等改革推進債や消防救急

無線デジタル化のための防災対策事業債の発行等により、本年度の決算額は１７億

１,７２０万円で、前年度と比較して６１.２％の増額となっております。 

 また、国庫支出金として、地方創生に係る地域住民生活等緊急支援のための交付金１億

４,４３０万円の臨時的な収入があっております。 

 次に、歳出について申し上げます。 

 まず、総務費では、結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行うための結婚相談

者養成講座や結婚予備校、婚活セミナー等の地域少子化対策強化事業として５５０万円、

移住・定住の促進や地域の活性化を目的とするため、市内の空き家実態調査委託料として

８０万円、遠賀川水源地ポンプ室の世界遺産登録のために１,３９０万円がそれぞれ支出

されています。 

 商工費では、世界遺産登録により増加が見込まれる観光客の受け入れ準備のため、案内

看板・解説パネル等の設置に１,７００万円が支出されています。 

 消防費では、土砂災害に対する的確な避難行動啓発のための土砂災害ハザードマップ作

成に１５０万円が支出されています。 

 教育費では、平成２６年９月の中学校完全給食実施に伴う給食室及び配膳室の改修工事

や備品購入の経費として１億４,４３０万円が支出されています。 

 公債費については、地方債残高が前年度から１億８,６００万円減少したことに伴い、

１億１,６９０万円減額の２０億７,７２０万円となっています。 

 討論において、委員から「公務職場にそぐわない人事評価制度や上官の命令が絶対の組

織である自衛隊への新規採用職員研修は中止すべき」、「社会保障切り捨てと国民負担の

強化が目的である社会保障・税番号制度の実施には反対する」との意見がありました。 

 次に、認定第６号平成２６年度中間市公共用地先行取得特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、その概要を申し上げます。 
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 平成２６年度も新たな用地の取得はなく、歳入歳出それぞれ６６０万円の決算となって

おります。これにより、平成２６年度末の地方債残高は前年度から６５０万円減少し、

６６０万円となっております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、認定第１号は賛成多数で、認定第６号は全員

賛成で、原案どおり認定すべきと決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、安田明美市民厚生委員長。 

○市民厚生委員長（安田 明美君）   

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております認定第１号のうち市民厚生委員会

に付託されました所管部分並びに認定第２号、認定第３号、認定第７号、認定第８号、認

定第１０号の各会計歳入歳出決算について審査を行いましたので、その概要と結果をご報

告申し上げます。 

 初めに、認定第１号平成２６年度中間市一般会計歳入歳出決算認定につきまして、その

概要を申し上げます。 

 まず、歳入につきましては、市税収入決算額は３９億６,８３０万円で、昨年度より

５,５６０万円の減収となっております。その主な要因は、徴収率としては前年度の

９３.６％から９４.１％に上昇したものの、市民税における所得水準が向上せず、個人・

法人とも減額になったこと、さらに固定資産税も減額になったことによるものです。 

 次に、歳出について主なものを申し上げます。 

 総務費では、固定資産税課税システム修正委託及び評価替えに伴う路線価評価業務委託

料など１,６５０万円、戸籍情報システムサポート委託料２８０万円でございます。 

 民生費の決算額は８４億５,６６０万円で、前年度より４億６,１７０万円の減額となっ

ております。 

 各項目別でご説明いたしますと、まず社会福祉費３８億８,８４４万円の主なものは、

特別会計国民健康保険事業繰出金４億９,１９０万円、職員人件費２億８９０万円、後期

高齢者医療制度給付費負担金５億８,４８０万円、介護保険事業特別会計繰出金６億

７,８９０万円でございます。 

 次に、児童福祉費１９億８,２６０万円の主なものは、児童福祉施設入所扶助費６億

４５０万円、児童手当・児童扶養手当９億５,５８０万円でございます。 

 次に、生活保護費２５億８,９６０万円の主なものは、扶助費２４億４,８６０万円でご

ざいます。 

 次に、衛生費のうち予防費１億８,１５０万円の主なものは、各種予防接種委託料

９,８００万円、健康診査等の各種健診委託料等５,２２０万円でございます。 
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 討論において、委員から「生活扶助基準が昨年に続き削減されているが、食費の高騰は

全く加味されておらず、低所得者の人たちの負担が大きくなっており、憲法第２５条の健

康で文化的な最低限度の生活を全ての市民に保障すべきという立場から反対する。また、

人権男女共同参画課では、特定の地区を対象とした解放学級や中学生勉強会などを実施し

ているが、国の同和対策事業は終結しているので、特別扱いはやめるべきである」という

意見がありました。 

 次に、特別会計について申し上げます。 

 初めに、認定第２号平成２６年度中間市特別会計国民健康保険事業歳入歳出決算認定に

つきまして申し上げます。 

 歳入決算額は５８億３,５９０万円、歳出決算額は７０億８,２５０万円で、歳入歳出差

引額は１２億４,６６０万円の赤字となっておりますが、単年度決算におきましては

７,５００万円の法定外繰入を行ったことにより４２０万円の黒字決算となっております。 

 歳入の主なものは、国民健康保険税９億５００万円、国庫支出金１４億８,１３０万円、

前期高齢者交付金１６億４００万円、共同事業交付金６億３,９５０万円、繰入金４億

９,１９０万円でございます。このうち保険税の収入状況は、現年度分の徴収率が

９１.０％で、収入未済額は８,３２０万円です。 

 歳出の主なものは、保険給付費３９億４,３９０万円、後期高齢者支援金等６億

８,３９０万円でございます。 

 討論において、委員から「国保の加入者は、自営業者や年金生活者、また非正規労働者

などが加入していて、国の国庫負担がないと成り立たない制度で、中間市においてもかな

りの赤字を抱えている。２６年度は、一般会計からの繰り入れなどで黒字になったが、今

年度からは保険料の値上げにより市民の皆様の負担が大きくなっている、また、滞納者に

は、短期保険証資格証を交付しているが、ほかの自治体では保険証の取り上げをやめてい

るところもあるので、中間市においても検討してもらいたい」という意見がありました。 

 次に、認定第３号平成２６年度中間市住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定につき

まして申し上げます。 

 歳入決算額は貸付金元利収入等８,８９０万円、歳出決算額は繰上充用金等５億

８５０万円で、差引歳入不足額は４億１,９６０万円でございますが、単年度収支では

８,５２０万円の黒字となっております。 

 次に、認定第７号平成２６年度中間市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定につきま

して申し上げます。 

 歳入決算額は４６億３７０万円、歳出決算額は４５億４,５５０万円で、歳入歳出差引

額５,８２０万円の黒字でございます。 

 歳入の主なものは、介護保険料７億８,６２０万円、国庫支出金１１億１,６００万円、

支払基金交付金１２億３,９６０万円、県支出金６億５,６６０万円、繰入金７億
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６,６９０万円でございます。 

 歳出の主なものは、保険給付費４２億８,１３０万円でございます。 

 前年度に比べ、保険給付費が２億２,４００万円増加した要因は、高齢化の進展による

認定者数の増加及び各種介護サービス利用者が増加したことによるものでございます。 

 また、サービス事業勘定では、前年度繰越金を含め、歳入決算額は４,８７０万円、歳

出決算額は４,４５０万円で、歳入歳出差引額４２０万円の黒字でございます。 

 討論において、委員から「介護保険料は、年金が月１万５,０００円以下の方は市が納

付通知書を発行して徴収するが、滞納者もかなり出ており、介護サービスを制限されたり、

利用できないという事態も起こっているが、そういう制裁措置はやめるべきである」など

の意見がありました。 

 次に、認定第第８号平成２６年度中間市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につ

きまして申し上げます。 

 歳入決算額は７億４,３５０万円、歳出決算額は７億２,６８０万円で、歳入歳出差引額

１,６６０万円の黒字でございます。 

 歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料５億５,９６０万円、繰入金１億６,９２０万

円でございます。 

 歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金７億２,４７０万円です。 

 黒字となった要因は、出納整理期間に納付された保険料を福岡県後期高齢者医療広域連

合が平成２７年度会計で受け入れるためでございます。 

 討論において、委員から「後期高齢者制度は、病気にかかりやすく治療に時間のかかる

７５歳以上の高齢者を健康保険や国民健康保険から切り離して別枠とした医療制度である。

保険料は、医療給付費の増加や後期高齢者の人口増により上がる仕組みになっていて、平

成２６年度は１,０００円引き上げられている。滞納者には、短期証という形をとってい

て、こういう部分もやめるべきで、基本的には国の制度として、年齢差別の医療制度は廃

止するよう特に国に意見を上げるべきである」という意見がありました。 

 次に、認定第１０号平成２６年度中間市病院事業会計決算認定につきまして申し上げま

す。 

 収益的収支では、経常収益２０億２,０８０万円に対し、経常費用は２０億３２４万円

となり、１,７５６万円の経常利益が計上されております。 

 また、地方公営企業会計制度の改正により、平成２５年１２月分から平成２６年３月分

までに相当する賞与等を特別損失として５,５２４万円計上されたことにより、総収益

２０億２,１２３万円に対し、総費用２０億６,０２９万円となり、単年度収支において

３,９０６万円の純損失となっております。 

 同じく、地方公営企業会計制度の改正により、平成２５年度末の未処理欠損金が７億

２,５２３万円ありましたが、同年度末の資本剰余金１５億３,５４４万円のうち４億
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４,７６７万円を累積欠損金の解消に充てたことから、前年度末未処理欠損金は２億

７,７５５万円となり、これに当年度純損失を加えた３億１,６６１万円が繰越欠損金とな

っております。 

 次に、資本的収支では、収入７,５９６万円に対し、支出は１億７１４万円となり、差

引不足額３,１１９万円については、繰越損益勘定留保資金等で全額補填されております。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、認定第３号、認定１０号は全員賛成で、認定

第１号、認定第２号、認定第７号、認定第８号は賛成多数で、原案どおり認定すべきであ

ると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）   

次に、佐々木晴一君。産業消防委員長。 

○産業消防委員長（佐々木晴一君）   

ご指名によりまして、ただいま議題となっております認定第１号のうち産業消防委員会

に付託されました所管部分並び認定第４号、認定第５号、認定第９号について審査を行い

ましたので、その概要と結果についてご報告申し上げます。 

 まず、認定第１号平成２６年度中間市一般会計歳入歳出決算認定について申し上げます。 

 衛生費の環境衛生費におきましては、遠賀・中間地域広域行政事務組合において１市

４町で共同処理を行っている火葬場施設、し尿処理及びごみ処理施設等の負担金として

７億４,７９０万円が支出されております。 

 労働費では、引き続き国の緊急雇用創出事業費を活用した雇用確保対策が行われており

ます。 

 また、単独事業として市内中小企業者への指導事業費補助金に１００万円が支出されて

おります。 

 農林水産業費では、農地基盤整備事業として中底井野水路改良工事等に９,８９０万円

が支出されております。 

 商工費では、地域経済の活性化対策として毎年行っているプレミアム付商品券を前年度

より１,６００冊ふやし、１万７,６００冊を販売し、経費として１,１１０万円が支出さ

れております。 

 土木費の道路新設改良費では、御座ノ瀬・中ノ谷線バイパス工事など合計２０件の工事

が行われており、１億８,０２０万円が支出されております。 

 また、都市計画費では、仮屋大膳橋線街路事業の負担金として２,４００万円が支出さ

れ、公園費では曙公園の遊具設置や通谷公園の照明灯改修、浄花町公園のフェンス設置工

事に２,５５０万円が支出されております。 

 消防費では、高機能消防指令センターの整備に１億６,１１０万円、消防救急無線のデ

ジタル化に２億５,６８０万円が支出されております。 



- 112 - 

 また、地域防災組織育成事業の一環として煙体験ハウスに６０万円が支出されており、

校区の防災訓練等で使用されております。 

 討論において、委員から「今すぐにやる必要のない工事もあるのではないか」と意見が

ありました。 

 次に、認定第４号平成２６年度中間市地域下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て申し上げます。 

 平成２６年度決算においては、１１０万円の黒字となっております。 

 歳出の主なものは、中鶴・曙下水処理場の光熱水費及び修繕料として２,１４０万円、

下水処理場維持管理委託料として５,７３０万円が支出されております。 

 また、施設の修繕費及び公共下水道に接続するための整備費として下水道施設改良基金

に１０万円が積み立てられ、基金の総額は６,８８０万円となっております。 

 次に、認定第５号平成２６年度中間市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て申し上げます。 

 平成２６年度決算においては、４１０万円の黒字となっております。 

 歳出の主なものは、公共下水道建設費の工事請負費で、土手ノ内地区、長津地区、七重

町地区など市内１８地区の整備が行われ、８億６,７７０万円が支出されております。こ

れにより、公共下水道普及率は７１％に達し、公共下水道と地域下水道を合わせた普及率

は８１％となっております。 

 最後に、認定第９号平成２６年度中間市水道事業会計利益の処分及び決算認定について

申し上げます。 

 まず、利益の処分においては、当年度未処分利益剰余金５億７,２１０万円のうち利益

積立金へ７,２７０万円を積み立て、会計基準変更による利益３億３,５００万円を組入資

本金へ組み入れ、残金１億６,４４０万円を繰り越すものであります。 

 次に、決算においては、収益的収支では６,０７０万円の純利益となっております。ま

た、資本的収支では３億２,３００万円の不足を生じましたが、当年度分損益勘定留保資

金等で全額補填されております。 

 給水状況につきましては、給水戸数は２万８,３８９戸で前年度より４９戸の増加とな

っておりますが、給水人口は前年度より７００人減少しております。 

 工事の状況につきましては、県道中間水巻線配水管布設替工事など改良工事２７件公道

修繕工事などの保存工事６９件、下水道工事に伴う配水管移設工事などの受託工事６件が

行われております。 

 討論において、委員から、「事業費の削減のために業務の民間委託が行われているが、

自治体による民間委託が非正規雇用を生んでいる。日本全体の景気にもかかわってくるこ

となので、民間委託を改めることが必要である」との意見がありました。 

 最後に、それぞれ採決しました結果、認定第１号、認定第９号は賛成多数で、認定第
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４号、認定第５号は全員賛成で認定すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し、質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。宮下寛君。 

○議員（５番 宮下  寛君）  

 日本共産党の宮下寛であります。 

 認定第１号平成２６年度中間市一般会計及び水道事業会計利益の処分及び決算認定につ

いて討論を行います。 

 ２款総務費の委託料について、人事評価制度導入支援業務委託料として１９９万

４,０００円の支出が行われております。 

 これは、平成２５年度まで管理職に限っていた、人事評価制度の対象を係長職まで拡大

したことによるものです。元来、公務職場においては、国民全体の奉仕者としての立場に

立つべく、職場での協力体制の構築と後輩職員の業務の継承と育成が求められます。しか

し、この人事評価制度は職場の総合力の構築どころか、自己の評価アップに追われ、全体

の輪を壊すものです。また、後輩の育成は余計な任務となり、将来の中間市職員の育成に

も障害をもたらすものです。 

 評価をする立場の管理職の中からも、「余分な業務であり、やめたほうがよい」との意

見が散見されます。平成２７年度は、さらに広げて全職員を対象とするまでになっていま

すが、国からの財政措置もなく、罰則もない現状からすると、続けるより、やめるべきで

あります。 

 次に、職員の研修ですが、平成２６年度から新規採用職員の自衛隊内生活体験研修が行

われています。今後の公務において、市民の奉仕者として、中間市を担う新入職員の研修

先を上官の命令に服従する義務を負うという軍隊的な規律を持つ組織にすることには疑問

を持たざるを得ません。このような研修は、即刻中止し、むしろ現業務における研修の充

実強化を求めます。 

 企画政策課において、社会保障・税番号制度システム整備に委託料１,９００万円が使

われています。国庫補助金で１００％補填されるとのことですが、この制度の実施には非

常に大きな問題があります。 

 財界の提言にも見られるように、基本的には、社会保障切り捨てと国民負担の強化が目

的であり、手続の簡素化等のメリットを強調しても、情報の漏えいや、そのことによる犯

罪への悪用等デメリットは払拭できません。国が実施主体の法定受託事務とはいえ、この
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制度には反対であります。 

 次に、３款民生費について。 

 政府は、生活扶助基準の削減を進めており、平成２６年度は２６０億円を削減しました。

生活扶助費は、食費や光熱水費などです。政府は、引き下げの理由の一つとして、物価下

落と比べて扶助費が高いと言っていますが、しかし低所得者ほど家計に占める負担割合の

高い食品や光熱費は値上がりしています。 

 生活保護基準は、住民税非課税基準や最低賃金年金支給額、あるいは就学援助など多く

の制度の給付水準や適用基準になっており、市民生活に大きな影響を与えます。憲法

２５条の「健康的で文化的な最低限度の生活」を全ての市民に保障すべきであります。 

 中間市として、地方自治体としての役割を果たすべく、国に対して国民の暮らしを守る

よう厳しく求めると同時に、市民の安全安心を補償すべく最善の方策をとるべきでありま

す。 

 なお、就学援助については、その判断基準を、生活保護基準額の減額の中でも、「減額

前の基準を堅持して実施している」と聞きます。大いに評価するものであります。 

 人権男女共同参画課では、特定の地区を対象にした解放学級や中学生勉強会などを実施

していますが、国の同和対策事業は終結しており、特別扱いはやめるべきであります。 

 また、職員６人、嘱託職員１人、臨時職員３人が配置されていますが、直ちに見直しを

すべきであります。 

 次に、８款土木費について、平成２１年から開始された御座ノ瀬・中ノ谷バイパス線道

路工事は、今年度完了のはずが、延びに延びて２９年度の予定ということです。 

 この間、県道の垣生地区における改修による交通の緩和等が図られ、当初の川西地区の

交通の円滑化は達成されたのではないのか。結局、御座ノ瀬・中ノ谷線バイパス道路新設

の交通の円滑化というのは名目であって、宅地造成のための開発のための計画ではなかっ

たのかと疑わざるを得ない状況であります。 

 この計画には、これまで工事費だけで１億２,７００万円が費やされ、完了までにさら

に１億６,０００万円が見込まれているということであります。 

 さらに、新たに御座ノ瀬１号線に５,４００万円も投入するなど、言語道断と言わなけ

ればなりません。 

 次に、１０款教育費についてであります。 

 学校給食についてですが、利益を上げることを目的とする民間業者に児童の給食を委託

化することは学校給食の目的から見ても問題があります。中間市独自の学校給食を追求し

てほしいところです。 

 次に、水道事業会計利益の処分及び決算認定についてであります。 

 水道事業においては、職員の努力により、昭和５７年１９８１年４月に現在の料金にな

って以来、以後３４年間、水道料金の値上げをしてこなかったということは、市民の生活
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を守ってきたという点でも大いに評価をしなければならないと思います。これからも、頑

張ってほしいと思うところです。 

 ただ、浄水場における土・日・祭日の夜間作業の民間委託は認めるわけにはいきません。

人件費だけの削減のための民間委託は、人を差別してはならないという中間市の標語にも

掲げていたことからも矛盾するものです。正規職員として迎えるべきではありませんか。 

 以上、反対討論を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）   

ほかにありませんか。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）  

 第２号議案国民健康保険事業決算、第７号議案介護保険事業決算、第８号議案後期高齢

者医療特別会計事業決算について、日本共産党市議団を代表いたしまして、一括討論いた

します。 

 第２号議案平成２６年度中間市特別会計国民健康保険事業決算について、反対討論をい

たします。 

 国民健康保険は、自営業者や年金生活者、また非正規労働者などが加入する医療制度で

適切な国庫負担がなければ成り立たない制度です。ところが、政府は国保の総会計に占め

る国庫支出の割合を、１９８４年度の約５０％から２００９年度の２４.７％へと削減し

たため、国保税の引き上げが繰り返し行われ、高い保険税になっています。 

 平成２６年度においては、健診率アップや一般会計からの繰り入れなどで黒字になりま

したが、平成２７年度には赤字の解消を理由に保険税が７,０００万円引き上げられてい

ます。市民への国保税の負担は、重くなっております。また、保険税が払えない滞納者が

ふえています。 

 いつでもどこでも医療が受けられるように、滞納者への短期保険証や資格証明書発行は

やめ、保険証を交付すべきです。 

 次に、第７号議案平成２６年度中間市特別会計介護保険事業決算について反対討論をし

ます。 

 介護保険料は、年金が１カ月１万５,０００円以上の人は年金から天引き、１万

５,０００円未満の人は市が納付通知書を発行し、徴収いたします。 

 滞納者には、介護サービスの利用の制限や利用できない制裁措置がありますが、制裁措

置は、きっぱりやめるべきです。 

 また、ひとり暮らしの高齢者や認知症高齢者はコミュニケーションや会話がとても大切

です。生活支援の時間短縮は改善すべきではないでしょうか。誰もが安心して利用できる

介護保険制度の確立を求めるものです。 

 最後に、第８号議案平成２６年度中間市後期高齢者医療特別会計事業決算について反対

討論をします。 
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 後期高齢者医療制度は、病気にかかりやすく治療に時間のかかる７５歳以上の高齢者を

健康保険や国民保険から切り離す、別枠の医療制度です。 

 保険料は２年ごとの見直しがされ、医療給付費の増加や後期高齢者の人口増に応じて引

き上がる仕組みになっております。平成２６年度には保険料は１,０００円引き上げられ

ました。滞納した高齢者の保険証の取り上げは、やめるべきです。年齢差別の医療制度は

廃止し、もとの老人保険に戻すよう、国に強く意見を上げるべきです。 

 以上、討論を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかにありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより認定第１号から認定第１０号までの平成２６年度各会計決算認定１０件を順次

採決いたします。 

 議題のうち、まず認定第１号平成２６年度中間市一般会計歳入歳出決算についてを起立

により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、認定第１号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第２号平成２６年度中間市特別会計国民健康保険事業歳入歳出決算について

を起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって認定第２号は委員長の報告のとおり認定することに決しま

した。 

 次に、認定第３号平成２６年度中間市住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定につい

てを採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって認定第３号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第４号平成２６年度中間市地域下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

てを採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、認定第４号は委員長の報告のとおり認定することに決

しました。 

 次に、認定第５号平成２６年度中間市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

てを採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、認定第５号は委員長の報告のとおり認定することに決

しました。 

 次に、認定第６号平成２６年度中間市公共用地先行取得特別会計歳入歳出決算認定につ

いてを採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第６号は委員長の報告のとおり認定することに決しま

した。 

 次に、認定第７号平成２６年度中間市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について

を起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、認定第７号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 
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 次に、認定第８号平成２６年度中間市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

てを起立により採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、認定第８号は委員長の報告のとおり認定することに決し

ました。 

 次に、認定第９号平成２６年度中間市水道事業会計利益の処分及び決算認定についてを

起立により採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は原案可決及び認定すべきであるとするものであります。本

案は委員長の報告のとおり原案可決及び認定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、認定第９号は委員長の報告のとおり原案可決及び認定す

ることに決しました。 

 次に、認定第１０号平成２６年度中間市病院事業会計決算認定についてを採決いたしま

す。 

 本決算に対する委員長の報告は認定すべきであるとするものであります。本決算は委員

長の報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、認定第１０号は委員長の報告のとおり認定することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１２．第３２号議案

日程第１３．第３３号議案

日程第１４．第３４号議案

日程第１５．第３５号議案

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第１２、第３２号議案から、日程第１５、第３５号議案までの平成２７年度

一般会計補正予算４件を一括して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。まず、下川

俊秀総合政策委員長。 

○総合政策委員長（下川 俊秀君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３２号議案のうち総合政策委員
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会に付託されました所管部分について審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申

し上げます。 

 今回の補正予算は、本市が成長する活力を取り戻すとともに、人口減少を克服すること

を目指して、国の進める地方創生に積極的に取り組んでいくための経費を計上したものが

主な内容であり、歳入歳出それぞれ６,７５０万円を追加し、予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ１７４億２,７００万円とするものであります。 

 まず、歳入につきましては、普通交付税の算定におきまして、人口減少等特別対策事業

費がより手厚く措置されたこと等により、当初予算額を上回る４６億７,０５０万円と決

定されましたことから、１億２,９１０万円が増額補正されております。 

 同じく、臨時財政対策債につきましても、当初予算額を上回る６億１,２２０万円と決

定されましたことから、１,９３０万円が増額補正されております。 

 これらのことから、財政調整基金からの繰り入れは、当初予算から１億２,０００万円

減額補正することができております。 

 また、地域住民生活等緊急支援のための交付金、いわゆる地方創生交付金が５００万円、

ふるさと納税制度の拡充による伸びを見込み、寄附金が１００万円、それぞれ追加されて

おります。 

 歳出の主なものとしては、総務費において、ふるさと納税制度の拡充に伴い、節度ある

対応を基本としながらも、一層の制度活用を図るための返礼費用が１０万円、まち・ひ

と・しごと創生法に基づく総合戦略策定に要する経費が８６０万円、社会保障・税番号制

度に係るネットワーク機器整備委託料が５２０万円、「明治日本の産業革命遺産 製鉄・

製鋼、造船、石炭産業」の構成団体である８県１１市が共同で世界遺産の情報を発信する

アプリケーションを作成するための負担金が５００万円、それぞれ追加されております。 

 また、教育費において、私立幼稚園就園奨励費補助金５８０万円が増額されており、ま

た、県の補助金を受けて実施する、小学生を対象とした子ども読書活動充実事業５万円、

体育スポーツ振興に関する協定を締結した日本体育大学との記念イベントの経費１０万円

が、それぞれ追加されております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に採決いたしました結果、賛成多数で原案どおり可決すべきと決した次第でありま

す。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に安田明美市民厚生委員長。 

○市民厚生委員長（安田 明美君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３２号議案のうち、市民厚生委

員会に付託されました所管部分及び第３４号議案について審査を行いましたので、その概
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要と結果をご報告申し上げます。 

 初めに、第３２号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算につきまして申し上げます。 

 歳出につきましては、総務費の微税費では、市民税課税システム修正委託料として

１４０万円、同じく、戸籍住民基本台帳費では個人番号カード等交付事務に要する経費と

して１,８３０万円が計上されております。 

 民生費におきましては、国民年金事務に要する経費のうち納付猶予制度対象者変更にか

かわるシステム改修委託料として７０万円が計上されております。 

 歳入につきましては、総務費国庫補助金では個人番号カード交付事業費及び事務費補助

金として合計で１,６６０万円、国庫支出金の民生費委託金では国民年金事務委託金とし

て歳出と同額の７０万円が計上されております。 

 討論において、委員から、「個人番号カード交付事業費補助金、また個人番号カード交

付事務費補助金が計上されているが、マイナンバー制度導入にかかわる予算計上である。

年金機構や住基ネットでの情報漏れや成り済ましによる不正取得など、社会問題になって

いる中で、制度導入により個人情報の漏えいが危惧される反面、市民へのメリットはほと

んどないことから反対する」等の意見がありました。 

 次に、第３４号議案平成２７年度中間市介護保険事業特別会計補正予算につきまして申

し上げます。 

 歳出につきましては、平成２６年度事業における介護給付費の確定に伴う国庫償還金

３,５００万円、県償還金１,８６０万円が、また地域支援事業費交付金の確定に伴う国庫

償還金５０万円、県の償還金２０万円、支払基金償還金２０万円が追加計上されておりま

す。 

 歳入につきましては、平成２６年度事業における介護給付費確定に伴う追加交付金とし

て支払基金交付金６６０万円、歳出補正に伴う財源調整として前年度繰越金４,８００万

円が追加されております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ５,４７１万円が増額され、介護サービス事業勘定を加

えた予算総額は歳入歳出それぞれ４８億１７０万円となっております。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、第３２号議案については賛成多数で、第

３４号については全員賛成で原案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、佐々木晴一産業消防委員長。 

○産業消防委員長（佐々木晴一君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３２号議案のうち産業消防委員

会に付託されました所管部分並びに第３３号議案第３５号議案につきまして審査を行いま

したので、その概要と結果をご報告申し上げます。 
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 初めに、第３２号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第２号）につきまして申

し上げます。 

 歳出の主なものは、衛生費では、衛生事務に関する経費として、臨時職員共済費と臨時

職員賃金、合わせて１５０万円計上されております。 

 農林水産業費では、農業対策に要する経費として農業祭負担金が２０万円計上されてお

ります。 

 土木費では、福岡県からの委託事業としまして深坂地区のぼた山防護施設調査業務に

４１０万円計上されております。また、中鶴地区の公営住宅建替事業に関する建物等の補

償調査委託料に９００万円計上されております。 

 次に、第３３号議案平成２７年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）に

つきまして申し上げます。 

 まず、歳入におきましては、公共下水道事業費国庫補助金を４,４２０万円、一般会計

繰入金を１,２９０万円追加し、公共下水道事業債を４,９２０万円減額するものでござい

ます。 

 次に、歳出におきましては、下水道使用料システム改修により委託料を５５０万円、マ

ンホールポンプ等の修繕料を２４０万円、社会資本整備総合交付金が増額され、計画の見

直しが行われたことにより、工事請負費を９,５９０万円追加し、下水道工事実施設計業

務委託費の変更により、委託料を８,８００万円、送水管移設補償費の変更により補償費

を７９０万円減額するものです。 

 以上により、歳入歳出それぞれ８０８万円を追加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ

２３億１０３万円とするものでございます。 

 次に、第３５号議案平成２７年度中間市水道事業会計補正予算（第１号）につきまして

申し上げます。 

 今回の補正は、上水道課職員の人事異動に伴い人件費に不足が生じましたことによるも

のであります。 

 資本的支出におきまして、改良費に職員、再任用職員の人件費として６１５万円追加し

ております。それに伴う資本的収支の不足額は、減債積立金６１５万円で補填することと

なっております。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、第３２号議案、第３３号議案、第３５号議案、

全て全員賛成で原案どおり可決すべきと決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げて、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し、質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  



- 122 - 

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。田口澄雄君。 

○議員（７番 田口 澄雄君）  

 第３２号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第２号）について、日本共産党議

員団を代表して反対意見を申し述べます。 

 総務費国庫補助金として、個人番号カード交付事業費補助金及び同交付事務費補助金と

して１,６６７万７,０００円の予算増額がなされています。 

 また、通知カードと個人番号の再交付手数料として、それぞれ１,０００円の頭出し予

算が計上をされています。歳出もこれに対応して、電算のシステム改修と交付事務に要す

る具体的な実施予算が計上されています。 

 国は、制度導入に３,４００億円以上の税金を投じた上に、今後の維持管理費も多額な

予算支出が予定されています。また、中小企業を含む法人等にも新たな重い負担がかかり

ます。 

 政府はその利便性を強調しますが、制度の真の狙いは、国民の所得や資産を丸ごと把握

し、社会保障の抑制を図ることや税の徴収強化をすることにあります。 

 また、制度開始の前に、既に年金機構や住基ネットでの情報漏えいや、それに伴う成り

済まし、不正取得などが社会問題となっています。このままだと、それをはるかに上回る

個人情報の漏えいが危惧されます。 

 こうした、国民にとってメリットよりもデメリットの多い制度導入に反対するとともに、

その予算措置である一般会計の補正予算に反対をいたします。 

 以上であります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより第３２号議案から第３５号議案までの平成２７年度各会計補正予算４件を順次

採決いたします。 

 議案のうち、まず第３２号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第２号）を起立

により採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、第３２号議案は原案のとおり可決されました。 
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 次に、第３３号議案平成２７年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）を

採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第３３号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第３４号議案平成２７年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）を採

決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第３４号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第３５号議案平成２７年度中間市水道事業会計補正予算（第１号）を採決いたし

ます。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第３５号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１６．第３６号議案

日程第１７．第３７号議案

日程第１８．第３８号議案

日程第１９．第３９号議案

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第１６、第３６号議案から、日程第１９、第３９号議案までの条例改正４件

を一括して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。下川俊秀総合政策委員長。 

○総合政策委員長（下川 俊秀君）   

ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３６号議案及び第３７号議案に

ついて審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 
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 まず、第３６号議案中間市個人情報保護条例の一部を改正する条例について、その概要

を申し上げます。 

 今回の条例改正は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律」の施行に伴い、本市が保有する特定個人情報の適正な取り扱いを確保するとと

もに、必要な保護措置を講ずるため所要の規定を加えるものです。 

 改正の主な内容としては、条例中に、特定個人情報及び情報提供等記録の定義を定め、

それぞれの目的外利用、提供の制限、開示、訂正及び利用停止の請求等について新たに規

定するものであります。 

 なお、条例の施行日につきましては、原則的には番号法の施行日である平成２７年

１０月５日からとなっておりますが、情報提供等記録を除く特定個人情報の取り扱いに係

る部分については、個人番号の利用開始日である平成２８年１月１日から、情報提供等記

録の取り扱いに係る部分については、番号法附則第１条第５号に規定する日からとなって

おります。 

 討論において、委員から、「国の進める共通番号制度の実施は、国民の利益に反するも

ので反対する」との意見がありました。 

 次に、第３７号議案中間市一般職職員の再任用に関する条例及び中間市議会の議員その

他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例について、その概要

を申し上げます。 

 今回の条例改正は、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部

を改正する法律」が施行され、共済年金が厚生年金に統一されることに伴い、所要の改正

を行うものであります。 

 改正の内容としては、条例において引用されております法律名の改正と各共済組合法に

係る共済年金の規定を削除するものであります。 

 なお、条例の施行日は平成２７年１０月１日となっております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、第３６号議案は賛成多数で、第３７号議案は

全員賛成で、原案どおり可決すべきと決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、安田明美市民厚生委員長。 

○市民厚生委員長（安田 明美君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３８号議案中間市手数料条例の

一部を改正する条例について、審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げ

ます。 

 今回の条例改正は、平成２７年１０月５日に「行政手続における特定の個人を識別する
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ための番号の利用等に関する法律」が施行され、社会保障・税番号制度、いわゆるマイナ

ンバー制度が実施されることに伴うものでございます。 

 改正の主な内容は、番号通知カード及び個人番号カードを紛失等の理由で再交付する際

に、本人から手数料を徴収することとし、その手数料の金額を条例に定めるものでござい

ます。 

 また、個人番号カードの交付開始に伴い、これまで発行しておりました住民基本台帳

カードの新規発行を廃止することから、当該項目が削除されております。 

 さらに、今回の改正に合わせ、戸籍にかかわる無料証明についても、見直しがなされて

おります。 

 施行日は、条例改正については平成２７年１０月１日に、番号通知カードの再交付等に

ついては、法の施行日に合わせ平成２７年１０月５日に、住民基本台帳カードにかかわる

項目の削除及び個人番号カードの再交付については、平成２８年１月１日となっています。 

 討論において、委員から、「マイナンバー制度にかかわるものであるということから反

対する」という意見がありました。 

 最後に、採決いたしました結果、賛成多数で原案どおり可決すべきであると決した次第

であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申しあげまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に佐々木晴一産業消防委員長。 

○産業消防委員長（佐々木晴一君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第３９号議案中間市消防団条例の

一部を改正する条例について、審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げ

ます。 

 今回の条例改正は、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律が施行され、

地域防災力の充実強化が地方公共団体の責務とされましたことから、地域防災力の中心と

して欠くことのできない消防団の充実を図るものであります。 

 消防団は、地域防災体制の中核的存在となって地域の安全安心を守る組織として、大き

な役割を果たしておりますが、近年の社会環境の変化等から団員数の減少が続いており、

地域防災力の低下が懸念されておりました。 

 そこで、一般の消防団員のほかに、活動時間・活動内容等を限定した機能別消防団員の

制度を設け、より加入しやすい活動環境を整備し、地域防災体制の充実を図るものであり

ます。 

 改正の主な内容といたしましては、機能別団員は、消防団長が本市の常勤の職員の中か

ら市長の承認を得て任命すること、団員としての業務に従事する時間は勤務時間内である

こと、業務の内容は、火災発生時における現場周辺の交通整理等一般の消防団員の補完的
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役割に限ることなどを定めております。 

 なお、団員の定数は１９５名とし、その中の１４名が機能別団員ということで予定され

ております。 

 また、条例の施行日につきましては平成２７年１０月１日となっております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、採決いたしました結果、全員賛成で原案どおり可決すべきと決した次第であり

ます。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対して質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。田口澄雄君。 

○議員（７番 田口 澄雄君）  

 第３６号議案中間市個人情報保護条例の一部を改正する条例及び第３８号議案中間市手

数料条例の一部を改正する条例に、日本共産党議員団を代表して、反対をいたします。 

 二つの条例ともに、国の実施するマイナンバー制度実施のための条例改定です。 

 個人情報保護条例では、個人番号利用事務に限って、規制の適用除外の条項が追加され

ています。また、保有特定個人情報の名のもとに、保護規制が対象外となっています。 

 今までの個人情報保護条例の性格を国の実施を前提に大きく変えるものであり、承服で

きません。 

 手数料条例の改定も、このマイナンバー制度実施のための具体化であります。 

 以上により、この制度実施のための法改定の２案に反対をいたします。 

 以上です。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより第３６号議案から第３９号議案までの条例改正４件を順次採決いたします。 

 議案のうち、まず第３６号議案中間市個人情報保護条例の一部を改正する条例を起立に

より採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 
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（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、第３６号議案は原案のとおり可決されました。 

 次に、第３７号議案中間市一般職職員の再任用に関する条例及び中間市議会の議員その

他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例を起立により採決い

たします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第３７号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第３８号議案中間市手数料条例の一部を改正する条例を起立により採決いたしま

す。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、第３８号議案は原案のとおり可決されました。 

 次に、第３９号議案中間市消防団条例の一部を改正する条例を採決いたします。本案に

対する委員長の報告は可決であります。 

 本案は委員長の報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第３９号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２０．意見書案第１１号

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第２０、意見書案第１１号地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める

意見書を議題とし、提案理由の説明を求めます。草場満彦君。 

○議員（９番 草場 満彦君）  

 公明党の草場満彦君でございます。 

 意見書案第１１号地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書案の趣旨説明

を行います。 
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 将来にわたっての人口減少問題の克服と成長力の確保の実現のためには、総合戦略の政

策パッケージを拡充強化し、地方創生の深化に取り組むことが必要であります。 

 政府は、６月３０日、平成２８年度予算に盛り込む地方創生関連施策の指針となる「ま

ち・ひと・しごと創生基本方針２０１５」を閣議決定をいたしました。 

 今後は、全国の自治体が平成２７年度中に策定する「地方版総合戦略」の策定を推進す

るとともに、国はその戦略に基づく事業など、地域発の取り組みを支援するため、地方財

政措置における「まち・ひと・しごと創生事業費」や平成２８年度に創設される新型交付

金など、今後５年間にわたる継続的な支援とその財源の確保を行うことが重要となります。 

 そこで、政府においては、地方創生の深化に向けた支援として下記の事項について実現

するよう強く要請をします。 

 １．地方財政措置における「まち・ひと・しごと創生事業費」と各府省の地方創生関連

事業・補助金、さらには新型交付金の役割分担を明確にするとともに必要な財源を確保す

ること。 

 ２．平成２７年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費（１兆円）」について

は、地方創生にかかわる各自治体の取り組みのベースとなるものであるから、恒久財源を

確保の上、５年間は継続すること。 

 ３．平成２８年度に創設される新型交付金については、平成２６年度補正予算に盛り込

まれた「地方創生先行型交付金」以上の額を確保するとともに、その活用については、例

えば人件費やハード事業費等にも活用できるなど、地方にとって使い勝手のよいものにす

ること。 

 ４．新型交付金事業に係る地元負担が生じる場合には、各自治体の財政力などを勘案の

上、適切な地方財政措置を講ずるなど、意欲のある自治体が参加できるように配慮するこ

と。 

 以上、議員の皆様のご賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第１１号については委員会

の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論を行います。討論はありませんか。青木孝子さん。 
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○議員（６番 青木 孝子君）  

 地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書について、共産党市議団を代表

いたしまして、以下２点について、意見を付して賛成といたします。 

 一つは、「まち・ひと・しごと創生事業費」に係る地方交付税の算定に当たっては、今

後、徐々に取り組みの成果による算定方式にシフトするとされていますが、条件不利地域

や財政力の弱い町村において、人口減少の克服や地方創生の目的を達成するためには、長

期にわたる取り組みが必要であることを十分考慮すること。 

 二つ目は、「成果」による算定が持ち込まれていることを是正することです。 

 地域の元気創造事業費は、行革や地域経済活性化の成果で算定されています。新規とな

る人口減少等特別対策事業費は、人口増減率などの指標を用いて、取り組みの必要度と取

り組みの成果で算定されるとされ、こちらも「成果」による算定が持ち込まれています。 

 本来、地方交付税は、地域による条件のよしあしからくる格差を是正し、国民がどこに

住んでいても標準的な行政サービスを受けられることを可能とする制度です。 

 交付税が成果という成績で加減されると、自治体同士を競争に駆り立てる道具となりか

ねず、地方交付税の役割に逆行するものです。 

 実際に、石破地方創生大臣は、成果が出ない自治体は交付税を減らすという趣旨の発言

をしています。「成果」による算定撤回と全額を「必要度」に変更することを求めるもの

です。 

 以上、賛成討論を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより意見書案第１１号地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書を起

立により採決いたします。 

 本意見書については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 全員起立であります。よって、意見書案第１１号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２１．意見書案１２号

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第２１、意見書案第１２号マイナンバー（共通番号）制度の中止を求める意

見書を議題とし、提案理由の説明を求めます。田口澄雄君。 
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○議員（７番 田口 澄雄君）  

 意見書案第１２号マイナンバー（共通番号）制度の中止を求める意見書案の提案理由を

申し述べます。 

 ２０１３年成立の行政手続における個人を識別するための番号の利用等に関する法律、

いわゆるマイナンバー制度は、ことしの１０月５日からは全世帯に通知カードの郵送を開

始し、来年１月からは個人番号カードの交付が始まります。 

 この制度は、赤ちゃんからお年寄りまで住民登録をしている人全員に、生涯変わらない

１２桁の番号をつけ、その人の納税や社会保障などの給付情報を国が管理し、行政手続な

どで活用する仕組みです。 

 また、事業所や法人においても、来年１月以降は、給与からの税、社会保険料の天引き

などに番号使用が義務づけられているため、従業員や、その配偶者、扶養家族についても、

番号の提出が求められます。 

 政府は、各種手続の簡素化等をメリットとして強調しますが、年に一度あるかないかの

手続の簡素化と個人情報の一元化によって起こり得る情報の流出とその被害を比較すると、

導入のメリットよりはデメリットのほうが圧倒的に大きいことは明白です。 

 現に、導入に先駆けたことし６月には、１２５万件もの年金情報の流出騒ぎが起こって

おります。 

 原発事故後の対応と一緒で、何ら、まともな後処理はされていません。 

 また、実際に、一度導入したイギリスでは、「国家が必要以上に個人情報を収集するこ

との問題点や、膨大な財政負担」を理由に２０１０年度制度を廃止しています。 

 アメリカや韓国でも、プライバシー侵害や成り済まし被害、犯罪利用等が億の単位で発

生し、社会問題となっているため、規制の強化や見直しの動きもあります。 

 コストの面でも重大です。住基ネットのシステムでは、開発費に３９０億円かかったと

言われますが、今回は、２,０００億円から４,０００億円かかると言われ、消費税の負担

軽減策には、別に新たな事業所の負担もかかると言われています。 

 還付を受ける国民の側にも、個人番号カードの作成と提示が求められ、還付額も年間

１人４,０００円と少額です。酒類を除く食料品についての還付ということですが、年

４,０００円では１食当たり１８２円を超える分には還付なしということになります。 

 この制度は、当初は社会保障や税、災害分野に限定して始めると言われましたが、昨年

６月の世界最先端ＩＴ国家創造宣言の閣議決定からは、健康保険証・国家公務員身分証明

書等のカード化や、一元化・一体化や、戸籍・旅券・預貯金・医療介護・健康情報などで

のマイナンバーの拡大を打ち出し、預貯金口座とメタボ健診等の医療情報を管理する改正

案を国会に提出しています。 

 文字どおり、生活の全局面での情報の一元化と管理が始まります。これを「監視社会」

というのではないでしょうか。 
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 国民の圧倒的多数の意見を無視して、戦争法案にひた走る自公安倍政権に、無条件で個

人情報を丸投げするこのような制度は、国民の命や暮らしにとっても危険きわまりない代

物です。 

 制度の一刻も早い中止のために、議員諸氏の賛同を求めます。 

 以上であります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第１２号については委員会

の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 討論なしと認めます。 

 これより意見書案第１２号マイナンバー（共通番号）制度の中止を求める意見書を起立

により採決いたします。本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起

立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立少数であります。よって、意見書案第１２号は否決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２２．意見書案第１３号

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第２２、意見書案第１３号後期高齢者医療保険料の軽減特例措置に関する意

見書を議題とし、提案理由の説明を求めます。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）  

 後期高齢者医療保険料の軽減特例措置に関する意見書案の提案説明をいたします。 

 後期高齢者医療制度は、２００８年の制度導入当時から、国民を年齢で区切り、高齢者

を別枠の医療保険に囲い込む差別医療であると多くの国民から批判の声が上がっていまし

た。 
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 また、後期高齢者医療の保険料は、７５歳以上の人口と医療費が、ふえればふえるほど

保険料にはね返る仕組みで、２年ごとの保険料改定により際限のない保険料の値上げにつ

ながり、高齢者に大きな負担になっています。 

 低所得者に対しては、均等割の７割、５割、２割の軽減が設けられていますが、制度施

行当初から負担が厳しいとの考えから、当時の政権は、１、保険料が７割減額となる低所

得者の保険料をさらに引き下げて、８.５割減額とする。 

 ２、７割減額の対象者のうち、年収が８０万円以下の人は、さらに引き下げて９割減額

とする。 

 ３、健保や共済の被扶養から後期高齢者医療制度に移された人も保険料を９割減額とす

るなど保険料の特例軽減の仕組みをつくりました。 

 ところが、安倍内閣は２０１４年の６月の骨太方針で、この特例軽減の打ち切りを表明

し、ことし２０１５年１月の社会保障審議会医療保険部会において、後期高齢者の保険料

の軽減特例措置を２０１７年度から原則的に廃止していく方向が示されました。 

 特例軽減がなくなれば、現在８.５割減額に適用されていた人の保険料は７割減額とな

り、保険料は２倍に引き上がります。年収が８０万円以下で、９割減額を適用されている

人の保険料も７割減額となり、負担は３倍に跳ね上がります。 

 また、健保や共済の扶養家族だった人が、後期高齢者医療に移って２年以内なら５割減

額、３年目以降は全額負担となり、保険料は現行の５倍から１０倍になります。 

 保険料の支払いが困難な高齢者が広がる中、軽減特例措置廃止という負担増を求めるこ

とは、生活苦に追い打ちをかけることにほかなりません。 

 また、高齢者の暮らしは、制度開始後７年間だけを見ても、年金は削減、消費税は増税、

物価も上がるなど、厳しくなる一方です。 

 よって、政府において、後期高齢者医療の保険料軽減特例措置について、２０１７年度

以降も現状どおり継続することに必要な財政措置を講じるよう求めるものです。 

 以上、提案説明を終わります。ご賛同のほど、よろしくお願いいたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております意見書案第１３号については、委員会の付託を省略した

いと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 
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 これより討論に入ります。討論はありませんか。草場満彦君。 

○議員（９番 草場 満彦君）  

 後期高齢者医療制度自体に反対であった共産党さんが、先ほども青木議員答弁されまし

たように、この制度自体を廃棄し、以前の老人保険制度に戻すべきだというふうに主張さ

れました。 

 そういった方が、この医療制度の特例措置に対して、意見書案を出されたこと自体が不

思議に思っているところでございます。 

 まず、軽減措置、特例措置、これ、当初２０１６年度まででしたけども、これを

２０１７年度まで延長したのは公明党の働きがあったからだとお伝えをしたいと思います。 

 軽減措置の必要性自体は理解をしているところではございますが、年間１００兆円を超

える社会保障費をどうするかという大きな問題がございます。そういう中で、いつまでも

特例措置を続けるわけにはいかないというのも現状かとも思います。少子高齢化の中、国

民皆保険を維持するとすれば、後期高齢者医療制度こそ最も有効な制度であるとも考えま

す。 

 ２０１７年から段階的に閉じていく中で、その中で真に厳しい人には別途軽減措置を考

えるべきであり、一律に負担軽減というような悠長なことでは根幹を揺るがすことにもな

りかねないとも考えます。 

 軽減措置を延長するための財源はどうするのか、この点が見えない本意見書案には現時

点では賛成をしかねます。反対討論といたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。田口澄雄君。 

○議員（７番 田口 澄雄君）  

 意見書案に賛成の立場から討論いたします。 

 現在の社会保障と税の一体改革、これが自民党・公明党・民主党の中で出されまして、

今、財源の問題でいきますと、国民負担に全てをかぶせる方向で動きが出ています。先ほ

どのマイナンバー等の動きもそうですし、戦争法案でも社会保障等が一方的に削減される

中で、軍事費だけは特出して伸びています。 

 しかも、それと同時に問題なのが、特に大企業等の法人等の減税問題です。三十数％の

負担割合を２０％台までおろせという、もう何十兆円という減税要求をされていますし、

しかも、それにかわるものとして消費税、これは今８から１０へと向かうことがもう確定

していますけど、財界は既に１９％の要求まで出しています。 

 このように、一貫して、今の流れは国民負担を一方的に求める方向で、社会保障の自助

という形での方向性を我々に求めています。 

 ですから、財源問題でいきますと、このような国民にさらなる負担を求めるような方向

ではなく、力ある者に力ある者としての義務を果たしてもらう。そういった方向で解決す
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るのと同時に、戦争法案に見られるような、無駄な攻撃型の軍事費のために社会保障を削

っていくような、この国のあり方をもう一度ちゃんと見直す意味でも、私たちは、こうし

た私たちの命や暮らしを本当に守る上での予算を守っていくべきだと思います。 

 以上です。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより意見書案第１３号後期高齢者医療保険料の軽減特例措置に関する意見書を起立

により採決いたします。 

 本意見書案については、原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第１３号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２３．意見書案第１４号

○議長（堀田 英雄君）   

次に、日程第２３、意見書案第１４号川内原発の再稼働に反対し、停止を求める意見書

を議題とし、提案理由の説明を求めます。宮下寛君。 

○議員（５番 宮下  寛君）  

 日本共産党の宮下寛であります。 

 川内原発の再稼働に反対し、停止を求める意見書案の趣旨説明を行います。 

 ８月１１日、九州電力は、安倍政権の原発推進政策に従い、川内原発１号機を再稼働さ

せました。 

 東京電力・福島第一原子力発電所の事故後、国民の多数は、原発再稼働に一貫して反対

しており、各種世論調査でも国民の過半数が反対を表明しています。 

 福島原発事故の原因究明さえ行われないまま、国民多数の民意を踏みにじって、川内原

発再稼働を強行したことは、許されません。 

 安倍政権が、川内原発周辺の住民にも、自治体にも、まともな説明をすることさえ拒絶

したまま再稼働を強行したことも重大であります。 

 事故が起きれば深刻な被害が及ぶことが予想される九州３県の５市５町議会が、住民説

明会を開くことを要求していますが、これを全く無視して再稼働を強行しました。 

 住民の声を「聞く耳」さえ持たないという、およそ民主政治とは相入れない政治性であ

ると指摘せざるを得ません。 
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 安倍首相は、「新規制基準に適合した原発の再稼働を進める」と言いますが、原子力規

制委員会の「新規制基準」は、アメリカ、ヨーロッパの基準よりも劣っており、「世界で

最も厳しい水準」という政府の主張が事実に反することは、国会でも何度も指摘されてい

るところです。田中規制委員長自身、この基準に適合しても、「重大事故が起きないとは

言えない」と明言していることにもかかわらず、「新規制基準に適合」したからと、再稼

働を進めることは無責任のきわみではないでしょうか。 

 火山学会が、「予知できない」という大規模噴火を九州電力が「数十年前に予知でき

る」と強弁し、政府もこれを追認したこと、医療・介護施設を初め、住民避難のまともな

計画と体制がとられていないことも重大であります。これらは、最悪の「安全神話」の復

活であり、到底容認できません。 

 川内原発再稼働からわずか数日後に、巨大カルデラ内の桜島噴火による「噴火警戒レベ

ル４避難準備」が発表されたことからも、川内原発の危険性が一層高まったと言えるので

はないでしょうか。 

 原発は、一たび大事故を起こしたら、その被害が空間的にも時間的にも制限なく広がる

「異質の危険」を持っており、人類とは共存できません。使用済み核燃料の処分方法が存

在しないことも、原発の根本的かつ致命的な大問題であります。 

 日本中の原発が停止した「原発稼働ゼロ」の期間は７００日になろうとしておりました

が、原発がなくても電力が足りていることは、この月日が証明しているのではないでしょ

うか。 

 福島原発事故を経験した日本が、今取り組むべきことは、省エネの徹底と再生可能エネ

ルギーの計画的かつ大量の導入に精力的に取り組んで、「原発ゼロの日本」を実現するこ

とであります。ここにこそ、日本社会と経済の持続可能な発展とともに、新しい科学技術

と産業をつくり出す道があると思います。 

 どうか、皆さん方、この川内原発１号機を再稼働させた政府判断に反対するとともに、

直ちに停止措置をとることを求める意見書に賛成いただきますようによろしくお願いを申

し上げます。 

 以上、趣旨説明を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第１４号については、委員

会の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 討論なしと認めます。 

 これより意見書案第１４号川内原発の再稼働に反対し、停止を求める意見書を起立によ

り採決いたします。 

 本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第１４号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２４．会議録署名議員の指名

○議長（堀田 英雄君）  

 これより、日程２４、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第８３条の規定により、議長において、掛田るみ子

さん及び佐々木晴一君を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（堀田 英雄君）  

 以上をもちまして、今期定例会に付議された議案は全て議了いたしました。よって、平

成２７年第３回中間市議会定例会は、これにて閉会いたします。 

午前11時42分閉会 

────────────────────────────── 
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